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開会の日時

年月日 令和４年７月４日 月曜日

開 会 午前10時２分

散 会 午後２時14分

場 所

第７委員会室

議 題

１ 乙第２号議案 沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

２ 乙第３号議案 沖縄県税条例の一部を改正する条例

３ 乙第４号議案 沖縄県税の課税免除及び不均一課税に関する条例の一部を

改正する条例

４ 乙第15号議案 車両損傷事故に関する和解等について

５ 乙第18号議案 沖縄県人事委員会委員の選任について

６ 乙第19号議案 沖縄県収用委員会委員及び予備委員の任命について

７ 乙第20号議案 沖縄県公安委員会委員の任命について

８ 乙第21号議案 沖縄県教育委員会委員の任命について

９ 乙第22号議案 沖縄県公害審査会委員の任命について

10 陳情令和２年第125号、同第153号、同第154号、同第200号、同第212号、

同第213号、令和３年第53号、同第84号、同第114号、同第161号、同第177号、

同第222号、同第224号、同第225号、同第241号、同第243号、同第246号

陳情第38号、第63号、第65号及び第69号

出 席 委 員

委 員 長 又 吉 清 義 君
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副 委 員 長 島 尻 忠 明 君

委 員 仲 村 家 治 君

委 員 花 城 大 輔 君

委 員 仲 田 弘 毅 君

委 員 山 里 将 雄 君

委 員 当 山 勝 利 君

委 員 渡久地 修 君

委 員 平 良 昭 一 君

委 員 仲宗根 悟 君

委 員 國 仲 昌 二 君

委 員 當 間 盛 夫 君

委員外議員 なし

欠 席 委 員

西 銘 純 恵 さん

説明のため出席した者の職・氏名

総 務 部 長 宮 城 力 君

総 務 私 学 課 長 山 内 昌 満 君

総 務 私 学 課 班 長 堀 川 恭 宏 君

人 事 課 長 知 念 百 代 さん

税 務 課 長 前 本 博 之 君

管 財 課 長 池 原 勝 利 君

企 画 部 企 画 調 整 課 副 参 事 宮 城 直 人 君

企 画 部 企 画 調 整 課 班 長 安座名 靖 君

企 画 部 市 町 村 課 班 長 松 元 直 史 君

商工労働部企業立地推進課班長 有 馬 昌 子 さん

商工労働部情報産業振興課班長 兼 島 篤 貴 君

○又吉清義委員長 ただいまから、総務企画委員会を開会いたします。

乙第２号議案から乙第４号議案まで、乙第15号議案、乙第18号議案から乙第
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22号議案までの議案９件及び陳情令和２年第125号外20件についてを一括して

議題といたします。

本日の説明員として、総務部長、企画部長、教育長の出席を求めております。

まず初めに、乙第２号議案沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条

例の審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 それでは、総務部の乙号議案について、御説明いたします。

乙号議案一覧表にありますとおり、総務部は、条例議案３件、議決議案１件、

同意議案５件の計９件となっております。

それでは、説明資料の３ページをお願いいたします。

乙第２号議案沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例について、

御説明いたします。

この議案は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律及び住宅の品質確保の

促進等に関する法律の一部が改正されたことに伴い、長期優良住宅維持保全計

画の認定の申請に係る手数料等の徴収根拠を定める必要があるため、条例を改

正するものであります。

改正の概要は、法改正に伴う手数料を新設し、令和４年10月１日から施行す

るものであります。

以上で、乙第２号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第２号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないよう簡潔にお願いいたします。

この際、執行部の皆様に申し上げます。

答弁に際しては要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会運営が図られる

よう御協力をお願いいたします。

質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。
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よって、乙第２号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、補助答弁者の入替え）

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、乙第３号議案沖縄県税条例の一部を改正する条例の審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 次に、説明資料の８ページをお願いいたします。

乙第３号議案沖縄県税条例の一部を改正する条例について御説明いたしま

す。

この議案は、地方税法の一部が改正されたことに伴い、条例を改正するもの

であります。

改正の概要は、１点目、地方税共同機構が指定した機構指定納付受託者が納

付し、又は納入すべき徴収金については、当該機構指定納付受託者に対して滞

納処分をしてもなお徴収すべき残余がある場合でなければ、その残余の額につ

いて納税者等から徴収できないこととする措置を講じるものであります。

２点目、不動産を取得した者は、当該不動産を取得した日から60日以内に不

動産登記法の規定により表示に関する登記又は所有権の登記の申請をした場合

は、不動産取得税に係る県に対する申告書の提出を要しないこととするもので

あります。

３点目、住宅借入金等特別税額控除について、適用期限を令和20年度分の個

人の県民税及び居住年が令和７年であるものまで延長する措置を講じるもので

あります。

また、その他、引用法律等の条項ずれに対して、所要の改正を行うものです。

この条例は、所要の改正に関するものは公布の日の施行とし、その他の改正

は地方税法の施行期日に合わせて、それぞれ令和５年１月１日、令和５年４月

１日、令和６年１月１日から施行することとしております。

また、この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めております。

以上で、乙第３号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。
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これより、乙第３号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 ちょっと確認したいところがありまして、概要の２というと

ころで、不動産の取得者、これ当然不動産登記をすればこれまで通知が行って

いたと思いますが、この流れが、法務局のほうから市町村のほうに通知が行っ

ていたと思うけれども、これが沖縄県にも通知が行くということになるのか。

○前本博之税務課長 おっしゃるとおりでございます。

○平良昭一委員 これは住宅に関わるものだけでしょうか。それ以外の不動産

もそういう対象になるのか。

○前本博之税務課長 住宅以外も含めて不動産を取得した場合、全てになりま

す。

○平良昭一委員 分かりました。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 ちょっと確認したいのですが。議案の概要の３のほうです。

適用期限を令和20年度分の個人の県民税及び居住年が令和７年であるものまで

延長する措置を講ずるというものの説明をお願いします。

○前本博之税務課長 現状の制度が令和３年12月末までだったものが、令和

７年12月末までの入居に対して住宅ローン控除が適用されるというものでござ

いまして、それが新築の住宅ですと最長13年間の税控除が受けられます。中古

ですと10年という期間が短くなるんですけれども、そういうもので住民税の場

合は所得を受けた翌年度の課税になるものですから、それが最長で令和20年度

まで適用されるという趣旨でございます。

○國仲昌二委員 最長で13年ということで令和20年度までという説明ですけれ

ども、居住年が令和７年であるという説明は。
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○前本博之税務課長 失礼いたしました。現在令和３年12月末までの入居でし

たけれども、この改正に伴いまして４年間延長されるということで令和７年

12月末までの入居について対象となるというところでございます。

○國仲昌二委員 個人の県民税については13年の延長があって、居住年につい

ては４年の延長という理解でよろしいですか。

○前本博之税務課長 そのとおりでございます。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

当山勝利委員。

○当山勝利委員 概要の１についてお伺いします。今の制度だとどのように

やっているんですか。

○前本博之税務課長 現状については、ｅＬＴＡＸ―地方税共同機構というと

ころが管理運営しております、全国で利用している税システムがございまして、

そこは主に法人関係のものですが、今後デジタル化を国のほうでも推進してい

るというところで、個人についてもどんどん適用していくということで、今後

全ての税目についてｅＬＴＡＸを活用しての申告納付ができるような形にして

いくこととしております。今後、これは令和５年４月１日からの施行になるん

ですけれども、具体的にどの事業者を指定するかはまだ公には公表されてはい

ません。

○当山勝利委員 指定を受けた事業者へ納税者がそこに税金を払うわけですよ

ね。その税目に関しては基本的には全て―将来的には全ての税について利用で

きるようにするということでしょうか。

○前本博之税務課長 そのとおりでございます。

○当山勝利委員 多分この指定を受けた事業者というのはかなりのきつい審査

を受けて指定されるとは思うのですが、何らかの金融不安なり不測の事態が起

きたときに、その事業者が倒産もしくは滞納が発生したという場合が起きたと

します。そうすると地方公共団体はこの指定を受けた事業者に一旦徴収するん
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ですよね。徴収するのだけれども徴収し切れない分は納税者に請求がいくとい

う形になるポンチ絵ですが、そのようなことですか。

○前本博之税務課長 そのとおりではございます。国のほうで指定事業者につ

いて一定程度の基準を設けておりまして、もちろん財政基盤がしっかりしてい

る事業者であったり、税の仕組みについて知見を有している、そういう体制が

取られている事業者、あと社会的責任、社会的信用が高い事業者というふうに

ある程度基準が設けられておりまして、それに基づいて機構が審査して個別に

指定するという仕組みにはなっているんですけれども。これまで特にトラブル

等―事業者が破産したとかという情報は現状１件もございませんので、ただそ

ういうことも可能性としてはゼロではないということで、今回の地方税法にお

いて納税者保護の観点から、まずは事業者から差し押さえると、滞納処分して

いくという規定になってございます。

○当山勝利委員 恐らくそういう事態はなるべくない、そういう事業者を選ば

れるとは思います。これがずっと制度は続く可能性はあるとして、何らかのさっ

き言った金融危機であったり不安であったりが起きて事業者が何らかの、一番

悪い場合は倒産する場合があったとしましょう。もしくはその事業者というの

は多分グローバル的にやられている企業で何かの余波を受けて倒産してしまう

ということも考えられますし、そこら辺はよく分かりませんよ、社会状況です

から。ただ、もしそうなった時、転ばぬ先のつえとして、一旦この徴収します

よね、幾つかの税目があったとすると、足りない分はこの納税者に徴収しよう

とするわけですよね。では、どの税にどれだけ、この人にどれだけ徴収してい

いかという仕分はできないじゃないですか。そこら辺は制度として確立されて

いますか。

○前本博之税務課長 おっしゃるとおり、そういった懸念はなきにしもあらず

ではございますけれども、その辺細かい取扱規定、ルールとかはまだ国―総務

省なり地方税共同機構のほうから提示はされていない状況で、今後示されてい

くものと考えております。

○当山勝利委員 分かりました。ではそこら辺もきちんと整理されているかど

うかも、制度上できているかどうかも含めて皆様方のほうでも対応していただ

きたいと思います。

以上です。
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○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

島尻忠明委員。

○島尻忠明委員 今の質問に関連するんですけれども。

絵がありますよね、概要１と書いているやつなんですけれども。これに関し

て、その残余がなければ請求をしない―納税者から徴収できないこととする措

置を講ずるとあるんですけれども。このイメージ図で見ると納税者が滞納です

か、この方たちはある程度払えるんですけれども、例えば何もないとか、財産

も含めて。その場合は請求しないということになっているのですか。残余がな

ければ……。

○前本博之税務課長 すみません、恐縮ですが、事業者の滞納処分をしたとき

に残余がなければということですか。

○島尻忠明委員 読んで字のごとしです。

要するに納税者等から徴収できないこととする措置を講ずるとあるんです

よ。要するに、その残余の額については。残余がなければですよ、例えば100万

徴収する額があって、その人から例えば70万しか取れない、あと30万は取れな

いのだけれども、何も財産等々いろんな資産含めてない場合は徴収できないこ

ととする措置を講ずるとあるものですから。そこを今聞いているのですけれど

も。

○前本博之税務課長 この法の趣旨は、本来の流れでいくと納税者が例えば

カードを使った場合、カード決済した時点に遡って納税が完了したと見なすと

いうことになっておりますけれども、万が一クレジット会社等が県のほうに払

い込みができなかった場合は、まずはこのクレジット会社から滞納処分すると

いうものでございまして、おっしゃるとおりここで例えば今の事例で言うと、

100万の税金だとして70万しかない場合とかは、残りの30万に関しては納税義

務者のほうに滞納処分が及ぶというものでございます。

○島尻忠明委員 いや、この絵だと納税者等とありますよね。その絵が来て要

するに徴収すべき残余がある場合に限って請求することが、今まであったのか

なと思うんです。今回それ徴収しないということになっているじゃないですか。

いろんな財産とか資金とかある場合は、これを読んだら請求できるのですけれ
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ども……。

○前本博之税務課長 これに書いてある残余というのは、あくまでも事業者に

おける残余という意味でございまして、事業者において残余がなければ―つま

り事業者が全て納めているのであれば残余がございませんので納税者には及ば

ないという趣旨でございます。

○島尻忠明委員 これが適用されると、それ以前はどういうことになっていた

んですか。

○前本博之税務課長 これは今からの制度でございまして―来年の４月１日か

ら施行されるものですので、現状はございませんけれども、地方税法ではなく

て地方自治法に基づく同様な仕組みがございまして、それについても同じよう

な形で、まずは事業者に滞納処分をして、それでさらに足りなければ納税者に

いくという仕組みでございまして、それをモデルに地方税法においても今回新

たに仕組みを構築したというところでございます。

○島尻忠明委員 私が理解が悪いのか、あれなんですけれども。要するに、こ

れまでは、先ほど当山委員からもあったように委託を受けた方たちが受けて―

全部がちゃんと地方税共同機構に100万なら100万なんだけど70万払った場合

は、今までは残りの部分に対しては相手方に請求をしてきたということなんで

すか。そうじゃないと、今現在そうなっているということになっている。それ

が変わって、そういうのを踏まえて最初の方からは取らないということなので

すか。どういう意味ですか。これ何かがあったから変わっていると思うんです

よ。不具合が。

○前本博之税務課長 先ほども申し上げましたとおり、この制度自体は今から

の制度で……。

○島尻忠明委員 今からの制度なら今から変えるわけだから、これ今やってい

ることが何かあるから、５年にかけて変えるということでやっているんじゃな

いですか。変える理由を教えてほしいということです。

○前本博之税務課長 すみません。繰り返しになりますけれども、この制度は

現状まだ走っていないです。新規になります。
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○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、島尻委員より現状の課題等も含め、条例を改正する理由を

説明するよう申し入れがあった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

前本博之税務課長。

○前本博之税務課長 現状、ｅＬＴＡＸを活用して、地方税に関しては冒頭申

し上げましたとおり主に法人が活用している状況でございまして、今回、それ

を踏まえてどんどん税目を増やして個人まで利用を広げていこうというもので

ございます。

詳細に説明します。現状ですけれども、地方自治法に基づく同様なキャッシュ

レス決済の仕組みがございまして、地方自治法に基づくものは各地方自治体が

―沖縄県でいえば県知事が事業者を指定してクレジット決済等を行っておりま

す。ですので、現状は地方自治法に基づくキャッシュレス決済に関しては県が

事業者をまずは滞納処分して、それでも足りない場合は納税者にいくというス

キームになっております。これを参考に今回ｅＬＴＡＸというものを活用して

―これは全国共通の税務システムでございますけれども、これを令和５年度か

ら新たに施行していくというところで、この地方自治法に基づくキャッシュレ

ス決済を参考にｅＬＴＡＸを活用したキャッシュレス決済というものを今後新

たに導入するというものでございます。

○島尻忠明委員 これはさっきから分かるんですよ。ですけれども、今まで答

弁があったように、事業者が何か不具合がある場合は納税義務者に今までは請

求してきたということですよね。これが今皆さん方がそれに伴って、あくまで

も徴収すべき残余がある場合に限ってということですから、この辺も変わって

きているのではないかと言っているわけです。だから、事業者が不具合があっ

てその部分を今までは納税者等から―さっきも答弁あったように徴収したとい

う答弁があったんですけれども、そこも変わっているのではないかということ

を私は聞きたいんですよ。この事業者に委託というのは分かります。

これちょっと大事なところだと思いますよ。今まで取っていたのをそういう

事情があれば取らないところとか。
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○前本博之税務課長 失礼しました。今回の地方税法改正以前につきましては、

主に法人ですけれども、おっしゃるとおり、直接納税義務者に請求が―滞納処

分が及んでいる可能性はございますけれども、現状、沖縄県においてそういっ

た事例は発生しておりません。

○島尻忠明委員 事例が発生するしないではなくて、その辺説明をしていただ

かないと皆さん今回出されている条例―沖縄県税条例の一部を改正する条例と

あるんですけれども、今まで発生しなかったかも、もしかしたら発生している

かもしれないじゃないですか、その辺分かりませんけれども。その辺をしっか

り説明をしていただかないと、今回その辺が大きなポイントの一つになってい

ると思いますので。なかなか厳しい中でも請求されていたということもあると

思いますので、この辺ちょっと説明方お願いしたいと思って質問しました。こ

れによって納税者に対するメリットというか、今までの扱い方についてはどう

変わっていくんですか。再度聞きます。

○前本博之税務課長 一般的には納税環境のあらゆる手段を活用して納税する

機会が増えるというのが一番のメリットでございまして、納期限ぎりぎりで、

例えば悪天候でなかなか外出も難しい場合でもクレジット決済であれば家にい

ながらもできますし、銀行が閉まった後も利用は可能ですので、24時間どこに

いても利用が可能ということで、納税者にとってのメリットは大きいかと考え

ております。

○島尻忠明委員 以上です。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 今のものに関連して、概要１という図があるんですけれども、

これでちょっと確認したいのですが。

納税者が指定を受けた事業者に例えば税を100万払いました。そこから例え

ば事業者が70万しか納めませんでしたということがありますよね。そしたら、

30万残っているのでこれを請求するのは当然指定を受けた事業者のほうにいき

ますよね。それが30万支払うことができなかった場合、この請求は納税義務者

に行くんですか。
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○前本博之税務課長 おっしゃるとおりではございます。

○國仲昌二委員 ということは、100万の税金を払うべきなのに130万払うこと

になるということになりますか。

○前本博之税務課長 クレジット決済をした場合は、これはクレジット契約に

基づくものですので、納税義務者本人と事業者間、最初に100万でクレジット

決済していますので、納税義務者としては事業者に100万納める義務がござい

ます。ですけど、事業者が県に70万しか払い込みができなかったという場合は

当然30万足りませんので、事業者が払えなかった場合は納税義務者本人に滞納

処分することになります。ただ、おっしゃるとおりトータルで見れば130万、

本人の視点から見れば払うことになりますけれども、この30万に関しては納税

義務者と事業者間での私法上の問題となりますので、いずれ納税義務者はこの

クレジット会社なりから30万円を戻してもらうという手続を取る必要がござい

ます。

○國仲昌二委員 ということは、あまりカードで税金を払うということは

ちょっと危険だねということになるのかな。

○宮城力総務部長 クレジット決済をする場合にその会社を指定する際、先ほ

どありましたように納付等の事務を適切かつ確実に遂行することができる財産

的基礎を有する、そして人的構成等に照らして納付等事務を適切かつ確実に遂

行することができる知識、経験を有して十分な社会的信用を有することという

要件がございます。実際にこういう要件に照らして指定をされてクレジット会

社が納付、納入ができなかったという事例は聞いたことがございません。万が

一に備えた地方自治法を参照した地方税法の改正であるという点を御理解いた

だければと思います。

○國仲昌二委員 要するに、そういったカード決済で納税した場合でもし未納

があった場合は今の制度ではそれが直接納税義務者に行っていたのが、もしそ

ういうことが起きたら直接納税義務者ではなくてその事業者に行きますよ、と

いうことに変わったというか、そういう理解でよろしいですね。

○前本博之税務課長 現状、例えばクレジットカードで決済する場合、２通り

ございます。現状ですけれども、１つ目、現在沖縄県でやっているクレジット
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決済はあくまでも地方自治法に基づくカード決済になりまして、それについて

は知事が事業者を指定します。ですので、現状もし滞納が発生すればまずは事

業者のほうに滞納処分をして、なお残余があれば納税義務者に行くというス

キームでございます。

今回の条例改正は、地方税法に基づく―地方自治法ではなく地方税法に基づ

く新たな仕組みでございまして、地方税法はこの地方自治法に基づくクレジッ

ト決済等を参考に地方税だけに適用できる仕組みとして新たに構築するもので

ございまして、これに関しては、まだクレジット等で決済する仕組みにはなっ

ておりませんで、来年の４月から使えるようになるというものでございますの

で、現状は直接納税義務者のほうにこの仕組みで滞納処分が行くということは

発生しません。

大変失礼しました。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員から納税者はクレジット会社に税金を支払って

いるのにもかかわらず、クレジット会社等が破綻した場合に、不足分

があれば納税者へ請求が行くというのはおかしいのではないかとの指

摘等がなされ、又吉委員長から総務部長へ再度再開して答弁を行うよ

う申し入れがあった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 これまでも、指定を受けたクレジット会社等が破綻してこ

のクレジット会社に滞納処分したが、足りない場合に納税者まで行ったという

事案はございません。仮に万が一こういう事案が発生したとして、まずはこの

指定を受けた事業者に対する滞納処分をする。そしてそれでも回収できない分

が仮にあったとしても納税者の方は一度税負担をしているわけですから、その

辺りの心情を十分に勘案した上で対応していくべきと考えているところでござ

います。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）



- 14 -
R4.07.04-03

総務企画委員会記録

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第３号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第４号議案沖縄県税の課税免除及び不均一課税に関する条例の一部

を改正する条例の審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 次に、説明資料の12ページをお願いします。

乙第４号議案沖縄県税の課税免除及び不均一課税に関する条例の一部を改正

する条例について御説明いたします。

この議案は、沖縄振興特別措置法に基づく観光地形成促進地域の区域内等に

おける県税の課税免除及び不均一課税の措置に関する規定を整備する等の必要

があるため、条例を改正するものであります。

改正の概要は、１点目、沖縄振興特別措置法の一部改正に伴い、条例で使用

する用語の定義について規定を整備するものであります。

２点目、観光地形成促進地域等における事業税等に係る課税免除の適用につ

いて、観光地形成促進措置実施計画等の認定制度を新設し、対象業種及び対象

施設並びに対象資産の一部を見直し、その期限を３年延長するものであります。

３点目、離島の地域における事業税等に係る課税免除の適用について、対象

業種、対象施設及び取得価格の一部を見直し、その期限を３年延長するもので

あります。

４点目、地方活力向上地域における事業税等に係る課税免除及び不均一課税

の適用について、整備計画の認定から事業の用に供するまでの期限を１年延長

し、課税免除の適用期限を２年延長するものであります。

また、その他、引用法律等の条項ずれに対して、所要の改正を行うものです。

この条例は、公布の日から施行し、一部の改正は令和４年４月１日から適用

することとしております。

また、この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めております。

以上で、乙第４号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第４号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。
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當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 お願いします。

３年延長ということで、今度また新たな振興の中での関連税制になるのです

が、皆さんお持ちだと思いますので、この５次振計の中での沖縄振興特別のこ

の５つと離島の地域と書かれているんだけど、この離島旅館業に関する特別措

置のものがあるんですけれども。この５次振計だけでいいですので、その適用

実績を教えてもらえませんか。

○前本博之税務課長 ５次振計中、平成24年度から令和３年度までの実績でご

ざいますけれども、課税免除額が総額約62億3981万円、件数で1295件の適用と

なっております。

県税の課税免除の実績額でございます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間委員より事前に執行部からもらった資料によると平成

24年から令和２年までの５つの地区の適用実績だけでも地方税で

131億9500万円になっているとの指摘があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

前本博之税務課長。

○前本博之税務課長 県税の免除額は税務課のほうでデータを取っているんで

すが、恐らく今の地方税の数字は県税と市町村税を含めての額だと思います。

○當間盛夫委員 ちょっと整理させてほしいのだけれども、131億というのは

市町村税も入っているということで令和３年まで含めたら130億余るのか、こ

のうちの県税が今言った数字になるという認識でいいんですか。

○前本博之税務課長 そのとおりでございます。

○當間盛夫委員 要因的にちょっと聞かせてほしいんですけれども、産業高度

化・事業革新促進地域というものが今度新しく産業イノベーション促進地域に

変わっているんですが、これが変わったことでどうなるんですか。
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○有馬昌子企業立地推進課班長 今回、名称が産業イノベーション促進地域と

いうふうに変わったのが１点、それから対象業種にガス供給業が追加されてお

ります。それから対象資産として構築物の液化天然ガスを供給するためのサテ

ライト設備の構築物というところが追加されています。

○當間盛夫委員 我々議会にもちょっと分かりやすいように、このネーミング

も変わるわけよね。イノベーションという新しく何か創り出すような部分での

物が出るわけです。その分での皆さんの沖振法によると産業イノベーションで

高度化、企業の集積を通して新たな価値を生み出し、これを普及することによ

り創出される社会経済の大きな変化を伴うというものが産業イノベーションで

すよというのをうたうわけですよね。じゃあ、これまでと違う産業イノベーショ

ンというのはどういう業種がどういう形でやれば、これが適用されるという話

なのですか。

○有馬昌子企業立地推進課班長 産業イノベーションの定義としましては、産

業高度化・事業革新促進を行う企業の集積を通じて、新しい価値を生み出して

これを普及することにより、創出される経済社会の大きな変化を産業イノベー

ションというふうに定義しております。

今回、ＤＸや脱炭素の推進というところが対象事業に追加されておりまして、

こういったところを追加したことで産業高度化に資する事業として新たに位置

づけられたということでございます。

○當間盛夫委員 この脱炭素化に関する部分からすると沖縄がもろに影響を受

けていくというのがあるわけですよね。沖縄の電源の比率からするとまだ石炭

のものが６割でしかないというような形で。例えば石炭火力のものにアンモニ

アを混ぜる、バイオを混ぜてやるんだとか、そういうことをやる分に関しての

措置もこの分に入るんですよという認識でいいんですか。

○有馬昌子企業立地推進課班長 今回、バイオマス発電設備というところが規

定されておりまして、電気業の場合ですとバイオマス発電設備に投資した場合

には特例措置の対象となり得るということになっております。

○當間盛夫委員 ということは、これは今説明している産業イノベーションの

地域とは別で、ほかの特例があるということですか。
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○有馬昌子企業立地推進課班長 産業イノベーション制度の中で特例措置の対

象となり得るところでございます。

○當間盛夫委員 分かりました。ありがとうございます。

地域再生法の地方活力向上地域というのは、私は初めて聞いたんですけれど

も、この実績を教えてもらえますか。これがどういうものが適用されているの

か。

○有馬昌子企業立地推進課班長 この制度は地域再生法に基づく制度でござい

まして、制度の趣旨としましては安定した良質な雇用の創出や地域への新しい

人の流れを生み出すということを目指して、地方活力向上地域などにおいて本

社機能を有する施設を整備した場合に事業者に対する特例措置が受けられると

いったような制度でして、移転型事業というところと拡充型事業というものが

あります。移転型事業につきましては、東京23区から本社機能を移転した場合

に建物や付属設備構築物に係る取得価格に対する特別償却や税額控除がござい

ます。拡充型事業というところには、地方にある本社機能を拡充した場合に、

そういった施設の取得価格に特別償却や税額控除といった特例が受けられるこ

とになっております。

本県の実績は認定した件数が１件ございますが、いまだ活用には至っていな

いというところでございます。

○當間盛夫委員 認定は１件だけど、活用されていないというのはどういう意

味ですか。

○有馬昌子企業立地推進課班長 企業が活用を予定して知事の認定を受けたと

ころではありますが、恐らくですが沖縄振興特別措置法に基づく制度のほうが

税額控除の税率が高いため、そちらを活用する事業者が多いためと考えており

ます。

○當間盛夫委員 分かりました。

最後に、今度この関連税制３年延長になるんですけれども、その分でのもの

を受けるのは県なんですけれども、認定は県知事がやって、それを確認で大臣

がやるというところがあるんですけれども、今度新たに付加価値だとか給与の

増だとかというものが認定される分での事業の出し方に出てくるんですけれど
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も、この辺はどう影響してくるんでしょうか。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間委員から付加価値と給与が増となる実施計画を出さな

ければならないが、実際に達成できなかった場合にはどうなるのかと

の補足があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

安座名靖企画調整課班長。

○安座名靖企画調整課班長 措置実施計画というんですけれども、事業者は実

施状況について報告を行うこととされております。

それで、要件が達成されなかった場合について、現在ペナルティーというも

のは設けられておりませんが、事業者に対して目標達成に向けて県から促して

いくことになるかと考えております。

○當間盛夫委員 何を促すのか分からないのだけれども。これ結局課税を減免

してあげるわけね、この３年間。ところが３年後なり、１年間隔で皆さん見直

しというか、そのものを見るのかどうかが分からないですけれども、減免して

あげるわけだから、このことをやっていないというときには、減免措置という

のは本来解除されるべきだよね。解除しないといけないよね。

部長、今まではこれはないわけですよ。この実績を―設備投資なり、そうい

うことをやったら、その分でのものをやってあげるというだけなんですよ。と

ころが、今度の部分に関してはこの付加価値もやりなさいよ、給料もやりなさ

いよと。これをあえて付けてきているわけですよ、法律で。付けてきているわ

けだから、そのことはどう変わるんですかということは皆さんそれを分かって

いてやっているんだよねという話だから。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間委員より今回の税制で付加価値や給与の増が税減免の

要件に追加されたが、事業者は追加された要件も含めた優遇等を優遇

と感じているのか、県の認識を聞きたいとの補足があった。）
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○又吉清義委員長 再開いたします。

兼島篤貴情報産業振興課班長。

○兼島篤貴情報産業振興課班長 情報産業についても措置実施計画を出すこと

になっています。経緯としては、新たな振興計画で県民所得を上げていこう、

生産性を上げていこうという中で税制もそういったものに寄与するような形で

できないかというところを県のほうから内閣府と相談して、結果として付加価

値額であったり給与水準を国は確認しますという経緯がありまして、今回制度

的に決まったのは県が認定する場合はこの付加価値額とかは入っていません。

あくまで主務大臣が国税の減免をしていいかを確認するときに、付加価値額の

増加分であったり、給与の増加及び常勤労働者数の維持というところをチェッ

クすることになっています。県の場合、何を認定するかといいますと、事業者

の事業の目標であったり、内容、実施体制、資金の額とかそれにより見込まれ

る効果―これ付加価値に限らず効果として事業者から出してもらって、それを

県が認定すると。その後に国税の減免を受ける場合に限り、その付加価値額の

増加とか雇用の賃金の上昇を国に確認してもらうという手続になっています。

今回、沖縄振興税制は基本的には企業が県内に立地した場合の所得控除で

あったり、県内企業が投資をした場合の投資税額控除が柱になっていますので、

何もせず給与を上げるとかというものではなくて、やはり投資をしていただい

て沖縄に立地するとか設備を新たに入れるとか投資をしていただいた後に、や

はり投資するからには生産性なり付加価値が上がるでしょうというところを捉

えて今回の税制の中で年率1.5％とか、そういった付加価値の上昇を確認要件

に入れたという経緯がございますので、ここは県の大きな施策の中で生産性を

どう上げていくかというのとリンクした制度になっているのかなというふうな

認識を持っています。

○當間盛夫委員 僕はあまり国を信用していないんです。県知事がこのものを

認証するんだけど、最終的に主務大臣がこのことをこれがいいとか、駄目とい

う確認は担当大臣がやるわけ。そのときにあなたが言ったように、例えば給与

も上がっていないよねと付加価値もついてないよねと。なのにこの税金を何で

軽減するのと。これはまかり通らんということは国が今言える制度になったわ

けさ、今度の税制は。この辺はどうなんですか。

○兼島篤貴情報産業振興課班長 おっしゃるとおり、国税の減免をする際に国

の確認が必要になってきます。今回、事業者が計画を出すときに、例えば３年
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計画なり４年計画という形で出してくると思うんですけれども、その期間で最

終的に生産性が幾つ、付加価値が幾つ上がりますよという話になっていまして、

単年度単年度というのは毎年我々もチェックしますけれども、これが仮に毎年

毎年達成できていなくても、国としての税制活用を促したいという観点から、

すぐに認定取消しとか確認取消しということにはならないだろうという話はし

ています。ただ、最終的にちゃんと計画どおり付加価値が上がる方向に県とし

ても指導といいますか、助言といいますか、というのは毎年やっていかないと

いけないんじゃないかというところで、税制自体は達成できなくても途中は活

用できるというふうな形で調整をしているところです。

○當間盛夫委員 あまり懸念するなというように聞こえてくるんだけど。基本

的に法律の中に、例えばこれが付加価値だとか給与増がなくても罰則だとか減

免のものを返還しなさいというような処置はないという認識でいいんですか。

○兼島篤貴情報産業振興課班長 そのとおりでございます。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

当山勝利委員。

○当山勝利委員 ただいまの乙第４号ですけれども、この沖縄振興特別措置法

に係るものに関してお伺いしますが、３年延長ということなんですけれども、

これまでと違って例えば対象地域が変わったり、対象事業施設が変わったり、

対象資産が変わったりしているものがありますけれども、大枠で構いませんの

でどういうことで地域が変わったり、事業が変わったり、資産が変わったりし

たのか、御答弁ください。

○宮城直人企画調整課副参事 すみません、全体的な資料は持ち合わせていな

いので、あれなんですけれども。まず、観光地促進地域は北部に整備予定のテー

マパーク、それが対象となっています。それから、産業イノベーション促進地

域ですけれども、ＤＸとか脱炭素に関する事業、そういったものが対象になっ

ております。それから国際物流拠点産業集積地域、これについては対象地域を

拡充ということで沖縄市とうるま市の一部が拡充になっております。うるま市

は仲嶺地区とか、沖縄市では池武当地区とかそういったところが拡充となって

います。

それから情報通信産業振興地域、これについては対象業種にソフトウエア関
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係の業種が―最近のＡＩとかシステム開発で今後発展が見込まれる業種など数

業種が加わっております。

それから経済金融活性化特別地区については対象となる建物等の取得価額が

前回は1000万超だったものが500万超ということで引き下がって投資の対象が

広くなったというようなことが今回の主な改正となっております。

○当山勝利委員 大枠で聞きたかったんですけれども、一つ一つ個別で答えら

れたのですが、結局この関係税制で、例えば対象から外れている事業がありま

す。それから、対象となっている追加の事業があります。これは何らかの目的

があってやられると思うんです、沖縄県の経済活性化のために。要はその対象

地域を広げたり、事業を増やしたり減らしたり、資産の限度額を見直したりと

いうのは何らかの目標、目的があってやっていらっしゃると思うんです。なの

で、それはどこら辺を目標としてやって、こういう税制にされているのかそこ

をお答えいただきたいということです。

○宮城直人企画調整課副参事 全体的な目標としましては、これまでずっと課

題になってました自立型経済の構築、そこを目指していこうということで今後

伸びる業種であるとか、それから今後使われる見込みが出てくるだろうと、そ

ういった地区とかそういったところについて税制の拡充をやっていって産業振

興を加速化していこうと。そういった趣旨になっているかと思います。

○当山勝利委員 分かりました。それぞれいろいろあるので、それにいくと細

かい話になるので大体方向性が分かりましたので、ありがとうございます。

以上です。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第４号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、補助答弁者の入替え）
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○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、乙第15号議案車両損傷事故に関する和解等についての審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 次に、説明資料の17ページをお願いします。

乙第15号議案車両損傷事故に関する和解等について御説明いたします。

事故の経緯・概要等は、令和３年12月17日、那覇市首里金城町４丁目52番地

１島袋方先市道崎山松川線上において、県が管理する普通財産である県有地に

自生する樹木から枝が落下し、付近を走行していた相手方の車両のフロントガ

ラス及び屋根を損傷させたものであります。

県は本件事故について和解をし、及び損害賠償の額を24万7927円とすること

について、地方自治法第96条第１項の規定に基づき議決を求めるものでありま

す。

以上で、乙第15号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第15号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 フロントガラスが割れた程度での事故でよかったなというふ

うにも思うんですが、相手方の分もあるんですけれども。この反対側は金城ダ

ムになっていますよね。その分での大きな事故の可能性もあったというふうに

思いますので、しっかりとその分は管理を徹底するべきだというふうに思うん

ですが。県有地というんですが、これはどこの管理になっているんですか。

○池原勝利管財課長 当該土地につきましては、普通財産で管財課―総務部が

所管しております。

○當間盛夫委員 現場の状況の写真ということであるんですけれども、歩道を

含めてこれだけ木の伐採も何もせずに放置しているという状況というのが分か

らないのですが。これはその後どうしたんですか。
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○池原勝利管財課長 今回の事故を受けまして、昨年度伐採を行っております。

今のところ、そういう形で市道まで木が生い茂っているという状況は解消して

いるところでございます。

○當間盛夫委員 この県有地の状況というのはもともとどういうところで、何

でその分での活用がなされていないのかをちょっと。

○池原勝利管財課長 当該土地につきましては、もともと農林水産部の農業試

験場で行政財産として使用されていました。それが使用されなくなったことか

ら普通財産となっております。なお、当該土地につきましては斜面で平坦では

ないということもございまして、なかなか売買とかそういうことが難しいとこ

ろがあるのが現状でございます。

○當間盛夫委員 県有地ですので、こういう事故がないようにしっかりと維持

管理は徹底してください。よろしくお願いします。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

仲村家治委員。

○仲村家治委員 この現場、私の知り合いが七、八年ぐらい前かな、台風の時

に枝が折れてあわやということがあったんです。そういう事実があったのは承

知していますか。

○池原勝利管財課長 はい、そういう状況があったのは承知しています。その

当時につきましては、台風ということで想定外ということでお伝えして、状況

を説明して了解を得たものと認識しております。

○仲村家治委員 ぎりぎりよけて大丈夫だったという話を聞いたんですけれど

も、要は剪定なり木の伐採とかの処置を、やるべきことをやらなかったという

理解でいいですか。

○池原勝利管財課長 県は相談、苦情があった場合に適宜そういう伐採、草刈

り等は行っていたところではございますが、結果として今回こういう事故と

なったという状況がございます。これにつきましては、今後定期的にパトロー

ルとかを行って、樹木の伐採等を行っていきたいと考えております。
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○仲村家治委員 私が言っているのは、前の台風の時にも同じようなあわやと

いう事故があったにもかかわらず、当時は何の処置もしなかったのか。

○池原勝利管財課長 その土地の隣接する場所の側面については、木を伐採し

て対応したところでございます。

○仲村家治委員 万が一、直撃していたら当時も大変な事故になっていたと思

うんですけれども。よけたから大丈夫だったという、本来なら土地の所有者で

ある県に対して、あわや事故になったということを通報したほうがよかったと

は思ってはいるんだけど、たまたま私の知り合いがそういう話をしたから、危

なかったねというのが記憶にあったので、話しているんですけれども。こうい

うところはもうちょっと抜本的に対処しておかないと、また何年か先、木が生

い茂って同じような事故が起こる可能性がある現場なんだよね。

あと、もう一つ注文があるんですけれども、先ほど當間委員に話したように

伐採したという話をなさっていたんですけれども、事故当時と伐採した後の写

真を載せるべきだよ。この辺の処置したと言葉で言うのは分かるけれど、こう

いった場合は写真でちゃんと施工前、施工後とよく現場でやるじゃないですか。

今後そういう現場写真の場合は施工前、施工後の写真を載せるべきだと思いま

すのでよろしくお願いします。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第15号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、補助答弁者の入替え）

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、乙第18号議案沖縄県人事委員会委員の選任についての審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。
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○宮城力総務部長 次に、説明資料の20ページをお願いいたします。

乙第18号議案沖縄県人事委員会委員の選任について御説明いたします。

この議案は、沖縄県人事委員会委員１人が令和４年９月28日に任期満了する

ことに伴い、その後任を選任するため、地方公務員法第９条の２第２項の規定

により議会の同意を求めるものであります。

提案に係る履歴を掲載した議案説明資料（履歴書）の１ページから２ページ

も参考に御覧ください。

今回委員として提案しました金城稔氏は、一般社団法人沖縄県経営者協会理

事や一般社団法人日本電気協会沖縄県支部理事などの要職を歴任しておりま

す。

また、日本赤十字社沖縄県支部監査委員を務めるなど、その幅広い経歴及び

実績は高く評価されるとともに、民主的で能率的な事務の処理等に理解が深く、

人格、識見とも優れており、人事委員会委員として適任であることから、議会

の同意を得て引き続き選任したいと考えております。

以上で、乙第18号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第18号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第18号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第19号議案沖縄県収用委員会委員及び予備委員の任命についての審

査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 次に、説明資料の22ページをお願いします。

乙第19号議案沖縄県収用委員会委員及び予備委員の任命について御説明いた

します。

この議案は、沖縄県収用委員会委員２人及び予備委員１人が令和４年７月
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24日に任期満了することに伴い、その後任を任命するため、土地収用法第52条

第３項の規定により議会の同意を求めるものであります。

23ページにあるとおり、今回委員として提案しました髙橋大地氏、西端裕子

氏、予備委員として提案しました仲里豪氏は、いずれも弁護士として活躍され、

法律に関し優れた経験と知識を有しており、収用委員会委員及び予備委員とし

て適任であることから、議会の同意を得て任命したいと考えております。

提案に係る履歴を掲載した議案説明資料（履歴書）の３ページから８ページ

も参考に御覧ください。

以上で、乙第19号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第19号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第19号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第20号議案沖縄県公安委員会委員の任命についての審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 次に、説明資料の25ページを表示ください。

乙第20号議案沖縄県公安委員会委員の任命について御説明いたします。

この議案は、沖縄県公安委員会委員１人が令和４年７月24日に任期満了する

ことに伴い、その後任を任命するため、警察法第39条第１項の規定により議会

の同意を求めるものであります。

提案に係る履歴を掲載した議案説明資料（履歴書）の９ページから10ページ

も参考に御覧ください。

今回委員として提案しました當間秀史氏は、県の総務部総務統括監、環境部

長を歴任するなど、行政運営等に理解が深く、また、県の代表監査委員を務め、

その実績は高く評価されるなど、人格、識見とも優れており、公安委員会委員

として適任であることから、議会の同意を得て任命したいと考えております。

以上で、乙第20号議案の説明を終わります。
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御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第20号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第20号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第21号議案沖縄県教育委員会委員の任命についての審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 次に、説明資料の27ページを表示ください。

乙第21号議案沖縄県教育委員会委員の任命について御説明いたします。

この議案は、沖縄県教育委員会委員１人が令和４年７月14日に任期満了する

ことに伴い、その後任を任命するため、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律第４条第２項の規定により議会の同意を求めるものであります。

提案に係る履歴を掲載した議案説明資料（履歴書）の11ページから12ページ

も参考に御覧ください。

今回委員として提案しました大城進氏は、県立与勝高等学校校長や県立球陽

高等学校校長などの要職を歴任し、長きにわたって学校現場や教育行政に携

わっています。

また、県立芸術大学非常勤講師を務めるなど、将来の教育者の育成に尽力さ

れており、教育に関し高い識見と実績を有するとともに、人格が高潔であり、

教育委員会委員として適任であることから、議会の同意を得て任命したいと考

えております。

以上で、乙第21号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第21号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。
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（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第21号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第22号議案沖縄県公害審査会委員の任命についての審査を行います。

ただいまの議案について、総務部長の説明を求めます。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 次に、説明資料の29ページを表示ください。

乙第22号議案沖縄県公害審査会委員の任命について御説明いたします。

この議案は、沖縄県公害審査会委員10人が令和４年８月８日に任期満了する

ほか、委員１人が令和３年６月30日に辞職したことに伴い、その後任を任命す

るため、公害紛争処理法第16条第１項の規定により議会の同意を求めるもので

あります。

30ページおよび31ページにありますとおり、今回委員として提案しました安

里英治氏など11人の方々は、いずれも公害紛争処理に関し法律、医療、公衆衛

生及び環境問題について優れた知識と経験を有しており、公害審査会委員とし

て適任であることから、議会の同意を得て任命したいと考えております。

なお、提案しました11人が任命されますと、そのうち４人が再任となります。

提案に係る履歴を掲載した議案説明資料（履歴書）の13ページから34ページ

も参考に御覧ください。

以上で、乙第22号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより、乙第22号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

よって、乙第22号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、補助答弁者の入替え）
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○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、総務部関係の陳情令和２年第125号外20件の審査を行います。

ただいまの陳情について、総務部長等の説明を求めます。

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

をお願いいたします。

宮城力総務部長。

○宮城力総務部長 それでは、総務部関係の陳情案件について、御説明いたし

ます。

ただいま通知しました陳情説明資料の２ページから３ページにかけてありま

す陳情一覧表を御覧ください。

総務部関係の陳情は、継続陳情18件、新規陳情３件の合計21件となっており

ます。

件名に下線を引いております、処理概要の変更がありました継続陳情６件と

新規陳情３件について、御説明いたします。

それでは、初めに継続陳情について、御説明いたします。

通知いたしました、説明資料の５ページを御表示ください。

陳情令和２年第153号令和３年度沖縄振興予算の拡大確保並びに沖縄鉄軌道

の早期実現を求める陳情でございますが、処理概要を下線で示したとおり変更

しております。修正箇所は３段落目について、時点修正に伴い変更するもので

あります。変更箇所について、読み上げて御説明いたします。

県においては、引き続き沖縄振興予算の確保に全力で取り組んでまいります。

陳情令和２年第153号の説明は以上となります。

通知いたしました、説明資料の12ページを御表示ください。

陳情令和３年第84号令和３年度離島・過疎地域振興に関する要望事項に関す

る陳情でございますが、高等教育の修学支援新制度を活用して支援した専門学

校に通う学生数について、時点修正したことから、13ページの１段落目を下線

で示したとおり変更するものであります。変更箇所について、読み上げて御説

明いたします。

沖縄県においては、本事業を活用し、令和３年度の支援実績は、専門学校に

通う学生2627人（うち離島出身者140人）でありました。

陳情令和３年第84号の説明は以上となります。

通知いたしました、説明資料の18ページを御表示ください。

陳情令和３年第222号令和４年度建物管理業務委託の入札に関する陳情でご
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ざいますが、本庁舎等の令和４年度清掃警備業務において、単価の見直しに係

る契約条項を契約書に明記したことから、19ページの１段落目を下線で示した

とおり変更するものであります。変更箇所について、読み上げて御説明いたし

ます。

また、人件費等の当初単価が年度途中で想定以上の上昇をした場合、これま

でも受注業者と協議のうえ対応してきたところであります。なお、本庁舎等の

清掃警備業務において、令和４年度から、人件費等が年度当初の想定を上回っ

た場合は、双方協議のうえ単価の見直しを行う旨の条項を契約書に明記してい

るところであります。

陳情令和３年第222号の説明は以上となります。

通知いたしました、説明資料の20ページを御表示ください。

陳情令和３年第224号私学助成に関する意見書の提出を求める陳情でござい

ますが、20行目から25行目まで及び28行目から29行目までを時点修正により下

線で示したとおり変更しております。変更箇所について、読み上げて御説明い

たします。

授業目的公衆送信補償金については、支援を必要とする学校に対し、令和３年

度については２月補正において予算を措置したところであり、令和４年度から

は全ての学校に支援を行うこととしております。

経済的に厳しい世帯に対し支援を行っておりました。

陳情令和３年第224号の説明は以上となります。

通知いたしました、説明資料の21ページを御表示ください。

陳情令和３年第225号沖縄県の私学助成及び私立中学校の授業料支援に関す

る陳情でございますが、１について、22ページの１行目から５行目まで及び２に

ついて、14行目から18行目までを時点修正により下線で示したとおり変更して

おります。変更箇所について、読み上げて御説明いたします。

さらに、授業目的公衆送信補償金については、支援を必要とする学校に対し、

令和３年度については２月補正において予算を措置したところであり、また、

令和４年度からは全ての学校に支援を行うこととしております。

経済的に厳しい世帯に対し支援を行っておりましたが、国の実証事業が令和

３年度で終了したことから、支援策の恒久的な制度化及び充実を図るよう、全

国知事会を通して国に要請しているところであります。

陳情令和３年第225号の説明は以上となります。

通知いたしました、説明資料の23ページを御表示ください。

陳情令和３年第241号沖縄振興特別措置法に係る専修学校生徒の学費支援に

関する陳情でございますが、23ページから24ページにかけて記載しております
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処理概要の１について、下線で示したとおり変更しておりますので、読み上げ

て御説明いたします。

１について、新たな沖縄振興特別措置法第76条第１項では、人材の育成等に

関し、国及び地方公共団体は、観光、情報通信、金融等の沖縄の産業の振興の

ために必要な分野における高度な知識又は技術を有する人材の育成及び確保の

ための措置等を講ずるよう努めるものとすると規定されております。また、令

和４年５月10日付で内閣総理大臣が決定した沖縄振興基本方針では、私立専修

学校等における実践的職業教育及び専門的技術教育の充実に関する取組の促進

を図る、と規定されております。県としましては、これら法律及び方針の趣旨

に鑑み、また、専修学校が県内の人材育成に果たす役割の重要性を踏まえて、

専修学校の振興を図ってまいりたいと考えております。

陳情令和３年第241号の説明は以上となります。

通知いたしました、説明資料の29ページを御表示ください。

次に新規陳情３件について、陳情の要旨は省略し、処理概要を御説明いたし

ます。

陳情第63号令和４年度離島･過疎地域振興に関する要望事項に関する陳情の

うち、１については、総務部と企画部の共管、３については総務部の所管となっ

ております。

まず１について、企画部より処理概要の説明をいたします。

○松元直史市町村課班長 記事項１に係る企画部の処理概要としましては、市

町村職員の実務研修生制度については、専門的知識の習得や実務能力の向上、

人的ネットワークの形成等を目的としており、市町村行政の牽引役となる人材

を育成するという観点で有効な制度であると考えております。短期での研修の

受入れなど、小規模な市町村でもその事情に応じて派遣が実施できるよう取り

組んでいるところであり、今後も必要に応じて派遣しやすい研修制度となるよ

う検討してまいります、としております。

企画部の説明は以上です。

○宮城力総務部長 続きまして、総務部の処理概要を読み上げて御説明いたし

ます。

１について、県職員との相互の人事交流については、市町村が抱える行政課

題の解決や重要施策の推進を図るため、市町村からの要望を踏まえ実施してき

たところであり、今後も必要に応じてその派遣方法等について検討してまいり

たいと考えております。
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３について、軽油引取税の課税免除に係る手続については、税の公平性を保

ちつつ、免税制度の適正かつ円滑な運営を図る観点から、地方税法等で詳細に

規定されており、免税証の取扱いに慎重を期すべきものとなっております。

県としましては、引き続き申請者からの相談に対して丁寧に対応していくと

ともに、申請手続等の弾力化については、他の自治体の取扱いも参考にしなが

ら、軽油引取税の免税制度の適正かつ円滑な運営に努めてまいります。

陳情第63号の説明は以上となります。

通知いたしました説明資料の31ページを御表示ください。

陳情第65号公共サービス労働者の適正な人員確保を求める陳情につきまし

て、処理概要を読み上げて御説明いたします。１、職員の配置については、そ

の必要性や効果、業務量等に応じた適切な配置に努めており、また、各所属に

おいても、勤務環境に配慮しつつ、事務事業の見直しやマネジメントを行いな

がら事務を処理しているところです。

知事部局においては、新たな行政需要等に対応するため、平成29年度から令

和４年度までの５年間において、独立行政法人化で減となった職員定数を除き

93人増員しているほか、必要に応じて臨時的任用職員や会計年度任用職員を配

置するなど、適切な執行体制の確保に努めているところです。また、新型コロ

ナウイルス感染症への対応に当たっては、必要な人員の確保と職員の負担軽減

の双方の観点から、各部等における不要不急の通常業務の休止や縮小等の見直

しを行うとともに、非常勤職員の配置や組織の見直し、業務委託なども行いな

がら、迅速で的確な対策を実施できるよう努めているところです。

県としては、社会情勢や本県を取り巻く環境の変化を踏まえて行政需要を的

確に捉えながら、引き続き適切な定員の配置に努めてまいります。

陳情第65号の説明は以上となります。

通知いたしました説明資料の32ページを御表示ください。

陳情第69号学校法人ＳＯＬＡ学園の正常化を求める陳情につきまして、処理

概要を読み上げて御説明いたします。

１について、県では、陳情の趣旨を踏まえ、同学園役員等と複数回面談し、

専任教員等の配置をはじめ、授業の年間計画、国家資格取得に向けた試験対策、

諸経費に関する保護者への説明状況や寄附行為に基づく理事会及び評議員会の

開催状況等について任意で事実確認を行ってまいりました。

県としましては、学びの権利を保障することは重要であると考えており、生

徒達が学校の授業に安心して取り組めるよう、引き続き事実関係を確認し、適

宜、同学園に対応を求めてまいります。

２について、授業料、入学金、諸経費等の学費は、生徒が学校を選択する重



- 33 -
R4.07.04-03

総務企画委員会記録

要な要素の１つであり、同学園においては、生徒や保護者に対し、金額やその

内訳を明確に説明する責任があります。

県においては、生徒が入学時に納めた諸経費について、生徒や保護者から説

明を求められた場合には、丁寧に説明するよう、同学園に助言しております。

３について、生徒に知識・技術を教授する教職員の存在は、学校運営の根幹

をなす事項であり、生徒の学ぶ権利の保障に支障が生じないよう、教職員の配

置数等については、基準に照らして指導監督を行っておりますが、教職員の雇

用の維持及び労働条件の改善等については、労働関係法令に照らして行われる

ものであり、同学園の労働組合が沖縄労働局に相談されていると聞いておりま

す。

陳情第69号の説明は以上となります。

以上、総務部所管の陳情について御説明いたしました。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長等の説明は終わりました。

これより、各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから、説明資料の該当ページをタ

ブレットの通知機能により委員自ら通知し、重複することがないよう簡潔にお

願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

休憩いたします。

午前11時52分休憩

午後１時22分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

午前に引き続き質疑を行います。

質疑はありませんか。

國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 よろしくお願いします。

資料の21ページ記の１、経常費助成は、経費の２分の１補助を目標にという

ことで陳情が上がっていますけれども、処理概要としては、国が定める財源計

画で示された生徒１人当たりの補助単価を基に県の補助単価を定めて配分して
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いるということですけれども、この処理概要で話している国が定める財源計画

で示されたという部分は、経常経費助成の２分の１にはいかないと思うんです

けれども、大体どの程度ですか。それは分かりますか。

○堀川恭宏総務私学課班長 おおむね３分の１程度となっております。

○國仲昌二委員 分かりました。

次は29ページ新規の部分です。これ陳情の中身は市町村課の実務研修生の受

入れについて陳情をしているのですが、処理概要は市町村課と総務部の人事課

が処理方針を出しています。陳情では人事交流をして市町村課に入る職員に対

しては県が予算措置してくださいということでの陳情ですけれども、その処理

概要がどうもそれに回答する形ではなくて、市町村課は市町村の事情に応じて

派遣ができるように取り組んでいると。あるいはまた人事課は今後とも必要に

応じて検討していくということになっています。

これは陳情に対しての処理概要にずれがあるのではないかと思うんですけれ

ども、その辺の考えをお聞かせください。

○知念百代人事課長 処理概要の中で申し上げているところでは、市町村から

の要望を踏まえてという表現にしているところなんですが、どちらがその予算

を持つかについては、これは例えば市町村のほうでどういった研修をするかと

いった要望を踏まえながら沖縄県のほうであらかじめ協議を行うことになって

おります。例えば研修職員の給料というのは、派遣した市町村のほうが原則負

担するというふうになっておりまして、時間外の手当ですとか休日手当といっ

たものは派遣を受けた県が負担をするということになっておりますので、そう

いったことは協議で定めているところです。

○國仲昌二委員 今の実務研修生制度ではそういった措置はできないという

か、派遣市町村が負担することになっていますよということでしたらそういう

ふうな回答がいいのかなと思うんですけれども。あと、相互の人事交流は人事

課の処理概要ですけれども、これは市町村課の実務研修生の受入れについて今

後検討していくということでよろしいですか。

○知念百代人事課長 市町村との交流というのは市町村課に限らないものでご

ざいます。ですので、県の人事課のほうでは、例えば直近では南部の市町村の

ほうから派遣の依頼があったりするところですので、市町村課に限らずそう
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いった派遣の依頼があった場合には業務の内容を踏まえてどういった人材を求

められているのかといったことを話をお聞きした上で協議して決めているとこ

ろです。

○國仲昌二委員 この陳情は市町村課の受入れについて要望しているんです

よ。ですから人事課のほうが今後必要に応じて検討していくということは、市

町村課の研修生の受入れについても検討していくということでいいんですかと

いうことです。

○知念百代人事課長 市町村課に限ってのお話となりますと、今実務研修とい

うことで市町村課のほうでこれまでも受入れをずっとやってきているところで

すので、もし新たに市町村課に限ってのお話ということであれば、どういった

実務内容―これまでと違う内容になってくるのかといったことも踏まえなが

ら、要望などは聞いてまいりたいと思います。

○國仲昌二委員 この陳情は市町村課の受入れについての要望なので、市町村

課の受入れについてはどうするかということをしっかり市町村と意見交換をし

ていい方向にもっていっていただけたらなと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 お願いします。

陳情の令和３年第241号専修学校の生徒の学費支援に関する陳情ですが、現

状を教えてもらえますか。今、この専修学校に対して経常経費の補助をしてお

りますというのがあるんだけど、どれだけをどう補助してあげているのか。

○堀川恭宏総務私学課班長 私立専修学校職業教育等振興費補助金といたしま

して、職業教育の質の向上及び教育の機会均等の保障を図るということで、専

修学校の中で職業実践専門課程を受けた学校―こちら23校69学科あるのです

が、こちらに対して人件費等の補助を行っているということです。

実績といたしましては、令和３年度2321万円、令和４年度が2697万円の予算

を組んでいるところでございます。
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○當間盛夫委員 専修学校のものにはこの職業実践の専門課程とは別に高等課

程のものがありますよね。今年度、高等課程いろんな意味で増えているような

ところがあるんですけれども、今年度の高等課程における実績を教えてもらえ

ますか。

○堀川恭宏総務私学課班長 令和３年度の高等課程に対する支援ですけれど

も、175名に対して1133万6000円を補助しております。

○當間盛夫委員 これは何校ですか。

○堀川恭宏総務私学課班長 ３校です。

○當間盛夫委員 ちなみに令和４年度はどうなっていますか。

○堀川恭宏総務私学課班長 専門課程と高等課程の支援が分けられていないの

ですが、合わせて3750万8000円支給する予算額となっております。

○當間盛夫委員 今回、皆さんの処理概要でも新たな振興の中で人材育成に関

して国及び地方公共団体は観光、情報、金融等の沖縄の産業の振興に必要な分

野における高度な知識、技術を有する人材を確保するための措置を講ずるよう

努めるということで、新たにこの人材育成の観点でこれを入れてきているわけ

ですよね。この分はもともとあるんだ。新たにそういう部分での国及び地方公

共団体は、ということで必要な教育に関する施策の充実に努めるものというこ

とで、新たに付け加えて来ている。私からすると皆さんがこれは重要だという

ことでやっている割には令和４年の予算に全く反映されていないということは

どういうことですか。

○堀川恭宏総務私学課班長 令和３年度の予算が3455万1000円で令和４年度は

3750万8000円ということで、若干ではございますけれども300万円上乗せして

計上しております。また、専修学校に対する支援でございますけれども、交付

税措置がなされるということで国のほうから通達がございます。こちらは交付

税の流れとしまして８月、11月頃に総務省から照会がございます。それから一

方でこちらの補助事業の内容が単価掛ける生徒、または補助事業に対する２分

の１どちらか低い額となっておりまして、入ってくる交付税の額ですとか実際

の補助の内容等を精査しながら今後制度設計を見ていきたいと考えておりま
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す。

○當間盛夫委員 今の話は、大学等は国のほうでやる分で専門学校は県のほう

でやるという仕組みになっているわけですね、この貧困対策の中での。僕から

言うと振興策でわざわざ観光だとか金融だとかそういう情報産業に含めた部分

でこの専修学校の役割は大きいですよと。だから人材育成という観点でしっか

りと施策に盛り込みましょうねということをやっているわけですから、私学に

はいろんな形で予算的なものをやる。ところが専修学校に関してのものが沖縄

の比率からすると―これはいいかは別にしても、大学進学者よりは専門学校の

ほうに入学される高校生は多いわけですよ、沖縄の事情というのは。やはりそ

の辺はどういうふうな形で、人材育成という観点で予算に反映されているのか

ということを知りたいのです。

○山内昌満総務私学課長 専門学校の支援につきましては今運営費等の補助に

ついて担当班長のほうから説明したところですが、人材育成という観点で専門

学校に通う生徒さんに対する支援についても、先ほど委員のほうから御紹介あ

りましたように就学支援新制度の下で生徒さんの授業料減免ですとか、それか

ら入学金の減免等で学びやすい環境ということで支援しておりまして、令和

３年度の実績では授業料等の減免で2627人の学生さんに対しまして12億1260万

6000円支給をしております。学校の運営費支援とともに通う生徒さんへの支援

も引き続き充実させて人材育成に努めていきたいと考えているところです。

○當間盛夫委員 皆さんはそれだけやっていますよと言い方をするんだけど、

基本的に県内の新たな振興、この10年前の部分で沖縄の私立学校のほうには

１億円の設備のことを県独自でやったんです、この振興策の私立という分があ

るからやる。琉球大学においても琉球大学というものがこの振興策の中にある

ものだから、西普天間にあれだけの琉球大学のものを沖縄振興策の予算で造る

わけです。10年前にも専修学校というのは入っているんだけど、10年間にそれ

だけのことを専修学校に対してやったかといったら、県はやっていない。これ

だけ沖縄の大学進学の分で一つの担い方を専修学校がやっているということの

認識はありながら、そういった予算組みというのは今の3000万だとか、何校あ

りますか。どれだけの生徒が専修学校で学んでいるのか。そのことを考えると

私は予算的に皆さんが重要施策という認識がその分を管轄している皆さんに、

総務私学課にないんじゃないかと。予算取りなんて皆さんが全くやっていない

のと一緒だというふうに私は認識をしていますので、頑張って予算獲得をして
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ください。

別個で今度は新規事業。これまでも沖縄尚学のいろいろと内紛の分が陳情も

上がってきているんですが、今度また新たにこの陳情第69号―学校法人ＳＯＬ

Ａ学園の正常化を求める陳情というのがあるのですが、これは実際今どういう

ような形になっているんですか。

○山内昌満総務私学課長 ＳＯＬＡ学園の関連につきまして、これまでの対応

の概況ということでお話ししますと、４月18日に新聞報道がございまして見出

しがＳＯＬＡ学園辞職44人ですとか、学校正常化求め署名ということで新聞報

道があったところです。同日午前中に学園のほうに連絡しまして、午後に県庁

のほうに呼びまして事実関係を確認しているところです。それから４月21日に

は総務私学課の職員が学園のほうに赴きまして学校の状況確認をしておりま

す。５月12日には総務部長のほうが知事宛の要請書も受け取っております。５月

17日には総務私学課長ほか職員２名で同学園へ赴きまして役員等と面談をしま

して、文書等による現状報告を求めたところであります。学園に対しては生徒

さん、保護者さんのほうから様々な学習に影響があるという指摘があるものに

ついては随時県のほうに相談があったものは学園のほうにお伝えするのでそれ

を速やかに対応していただいて、生徒が学校で学ぶ上で支障がないように対応

するようにということで学校のほうとも連絡調整をしてきているところです。

○當間盛夫委員 皆さんは学園にそういうことを助言しています、求めていま

す、丁寧な説明をしてくださいというのがあるんだけれども、学校の目的、付

随事項が適正に実施されているか監督、指導を行うこと、学生、保護者から説

明を求められたら丁寧に説明するようにというような形は、皆さんの聴取だと

かそういったものでどういうふうにされているという認識なんですか。

○山内昌満総務私学課長 県のほうから改善等が必要ではないかということに

ついては随時学園のほうからも報告を受けていまして、例えば年間のカリキュ

ラムが提示されていないものについてはいついつ提示したですとか、それから

実技をリモートで行っているという指摘については実態がどうなっているのか

ということで報告を求めたりとか、そういうことで随時指摘した内容について

改善できた項目については報告を受けているところです。

○當間盛夫委員 皆さんがどこまで把握しているのかがもし答えられるなら答

えていただきたいのですが。もう２年前からこのＳＯＬＡ学園いろんな―理事
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長が替わって、１年前からこの授業がなかなか開講されないとか、いろんな問

題が出たんですけれども、今度卒業された皆さんというのはしっかりと卒業な

のか自主退学なのか把握されていますか。

ちゃんと資格も取って卒業したと。

○山内昌満総務私学課長 ３月卒業生の状況については確認できておりませ

ん。

○當間盛夫委員 これ皆さん学園の説明を求めた時期というのはいつ頃で、今

現状はどういうふうな対応の仕方をしているのですか。

○山内昌満総務私学課長 先ほどの経緯のところでも御説明したところと重な

りますが、４月18日に学園の役員と面談しております。それから学校のほうに

は４月21日に職員が出向いた上で確認をしております。それから５月17日に学

園に出向いてこの日役員と課長―私ほか職員が学園の役員と面談しておりま

す。それから５月23日にも関係する保健医療部の職員と当課の職員とで訪問し

ております。訪問については以上で、その後文書で求めた内容について報告を

随時、報告内容に変化があった場合はその都度文書で送っていただいて電話で

内容を確認しているという状況であります。

○當間盛夫委員 最後に聞きたいんですけれども。皆さんこの部分で教職の身

分保障のものも出ているんですけれども、いろんなもろもろ、今のＳＯＬＡ学

園がなかなか皆さんが思う専修学校のいろんな規定だとかそういった部分にな

じまないと。どういう形でこの部分での処理―問題を起こした部分での県がで

きる―総務私学課ができる在り方というのはどういうことなんですか。皆さん

説明を求める、この分での改善をしなさいと言うだけなのか、我々じゃない、

これは文科省の範疇になるんだとか、県ができる権限ってどこまでなんですか。

○山内昌満総務私学課長 私立学校の学校法人の指導監督については、一定程

度限りがあるところではあるんですけれども、今回の調査を含めて県が対応し

ているところで、法令等に違反等がないかという観点でのいろいろ聞いており

まして、２点指導をしております。ＳＯＬＡ学園につきましては柔道整復師学

校の養成施設の指定を受けておりまして、これには省令の規定に基づいて指定

基準を満たすという必要がありますが、４月１日時点で６人以上の専任教員を

置くことという法令の規定を満たしておりませんでした。これについては文書
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のほうで保健医療部のほうから指導をしまして、この通知を求めております。

２点目で総務私学課のほうで寄附行為に基づきまして確認しましたところ令和

３年８月以降評議員会が開催されておらず、寄附行為に定める諮問事項を評議

員会に諮らずに理事会で決定したということが明らかになりましたので、これ

について県から指摘をしております。この点につきましては、令和４年５月28日

に令和４年度第１回理事会及び評議員会を開催し、そのときに諮っていなかっ

た事項―校長変更ですとか予算について、改めて評議員会で審議し、承認を得

ましたということで報告を受けております。

以上２点については法令等に基づき不適切な部分ということで指導を行って

おります。

○當間盛夫委員 またやります。

以上。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 ７ページ、14ページ、25ページの尚学学園の件ですけれども、

陳情の処理では全く変わってはいないのですが、これまで２年ぐらい議論して

きたわけでありますけれども、学校の運営は元に戻るような状況に、スムーズ

にいくような状況になっているのか。

○堀川恭宏総務私学課班長 現在のところ、特に問題になるような新たな事実

というものはございません。

○平良昭一委員 ということは、県がこれ以上指導することはないということ

でいいのか。

○山内昌満総務私学課長 学校法人の運営につきまして、県はこれまでいろい

ろ調査等して指導してきたところですが、現時点では特に問題とかそういうの

はありませんが、補助金等については、毎年補助金検査等ありますので、そこ

の補助金の執行が適切になされているかですとか、そういった機会で学校の運

営状況については確認していきたいと考えております。

○平良昭一委員 ３つの陳情からすると第三者委員会を設置してぜひいろいろ
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やってほしいというお願いであるわけですよ。そうであれば、もうこれ以上県

側が関知する必要もないし、第三者委員会も設置する必要はないというように

受け止めていいんですよね。

○山内昌満総務私学課長 陳情にあります第三者委員会の設置ですとか処理概

要に記載のとおり、それは学園側のほうで判断される事項で、県のほうとして

その内容についてコメントできる事項ではないという趣旨で記載をしておりま

す。

○平良昭一委員 以前に学園側の裁判の問題であるということで、県がこれに

はタッチすることができない、これは裁判の問題であるというようなことも

ニュアンス的に答弁していただいたことがあるんですけれども、これはまだ継

続中なんですか。その辺は知りませんか。

○山内昌満総務私学課長 民事裁判の状況については承知しておりません。

○平良昭一委員 分かりました。

先ほど當間委員からもありましたとおり、学校法人ＳＯＬＡ学園の問題です

けれども、皆さん４月18日に新聞報道があって同日にすぐ動いていることは評

価しますけれども、その後もいろいろ学園サイドからの話を聞きますと、かな

りの不満があり、特に生徒さん、親御さん辺りからのいわゆる授業料、学校協

力金、そういうものに関しての一切説明がないと。生徒が一番不満なのは学校

の先生が44人も辞めていったとなると、これ学校の運営自体が果たしてできる

のかという不安があって、その辺の説明も全くやられてないというようなこと

を聞かされたんですよ。実際、４月18日に44名が離職してその後の先生方の対

応というのは十分になされているんですか。これは確認する義務はないですか。

○山内昌満総務私学課長 離職等の状況につきましては、処理概要にも記載の

とおりで、労働局のほうにも御相談されたりしていると聞いております。こち

らについては総務私学課の対応としましては、労働局の対応を見守る形になり

ます。御質問がありました諸経費等についての問題ですけれども、これについ

ても我々聞き取りしますと、諸経費についても４月17日に保護者説明会を開催

して説明をしたと。しかしながら説明が足りないという声があるということで

我々も伝えまして、これにつきましては６月15日に令和４年度の教科書代と諸

経費の内容についてという件名で保護者169名宛てに文書を送付したほか、問
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合せがあれば個別に説明しているというふうに聞いておりまして、その保護者

に宛てた文書につきましても参考までに県のほうにも送ってくださいというこ

とで、内容のほうは確認しているところです。

○平良昭一委員 よくＳＯＬＡ学園を知らないんですけれども、生徒数はどの

くらいいるんですか。

○堀川恭宏総務私学課班長 令和４年５月１日現在ですけれども、ＳＯＬＡ学

園は２校専門学校を持っておりまして、２校合わせて350名の生徒がいるとい

うことでございます。

○平良昭一委員 350人の生徒がいる中で、離職した先生が44人。本当にこれ

で皆さん労働局任せだけでいいんですか。学校の運営に関しては当然総務私学

課で助成金出しているわけですから、これが異常と思わないということ自体が

私は理解できないけれども。

○堀川恭宏総務私学課班長 生徒数350名に対しまして教職員数ですけれども、

専任教員ですとか、兼任、非常勤と合わせまして79名の教職員がいらっしゃる

と。法令上照らした場合は先ほどの―とある学科において法令違反がありまし

たので、こちらのほうは保健医療部を通して指導していると。その他の部分は

法令違反は特に見受けられないというところでございます。

○平良昭一委員 79名の教職員の中で半分以上が退職するわけですよね。本当

にこれで学校の運営ができるかということで、皆さんはここを評価しないんで

すか。

僕が聞きたいのは、先ほど當間委員からもありましたとおり、経営主体が替

わったというのであれば、そこに何らかの問題があったというふうに私は思っ

ていますけれども、果たしてこれがどういう形の中で運営主体が替わってきた

のかという、当然そこに主体が替わるのであれば事前に皆さんのところに説明

はあるはずですよね。それはないんですか。

○堀川恭宏総務私学課班長 役員が変更した場合は変更届を提出していただい

ております。

○平良昭一委員 学校の運営主体が替わるということは役員が替わるという範
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囲の中での考え方でいいのか。この運営主体が日本の法律に合っているような

運営をされているか。そこも判断するような状況が来ると思いますけれども。

そういうふうなことも相談を受けたのですが、どうですか。

○堀川恭宏総務私学課班長 例えば学園の運営目的等が変更になった場合は私

立学校審議会等に諮った上で承認するという形になりますけれども、役員変更

については届出事項となっております。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、平良委員より運営主体について総務私学課は本当に精査し

ている状況があるのか疑問があるとの補足があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

山内昌満総務私学課長。

○山内昌満総務私学課長 私立学校法の基本的な考え方としまして、私立学校

につきましては、私人の寄附財産等によって自発的に設立され、それに基づい

て私立学校が独自の校風や学風があり、私立学校の自主性や独立性を尊重する

というような重要な一面がありつつ、学校法人の設立と解散について行政の関

与に係らせつつ、その学校法人の運営については、自主性と公共性の自覚に信

頼を置いてということが基本になっております。学校法人におきましては、役

員―そこには理事会、評議員会、幹事という役職を法令で必置になっておりま

して、これらの役員等の中の運営の基本的な事項については寄附行為を定め、

寄附行為に基づく運営がなされていくというところで、寄附行為等の所管庁と

してそこは確認しているところです。

今の役員等の変更等につきましては、その変更届の際に理事会での議事録で

すとか、そういう中身を添付資料のほうも審査しておりますが、法令に反する

事項はなく、これまでの役員変更についても、その要件のほうでも届出を受理

してきたという経緯であります。

○平良昭一委員 そういう手続をしっかり踏んできて法的な問題もないという

ことであればいいですけれども、ただそういうことをクリアしながら、なぜ半

分以上の先生方が辞めざるを得ない、離職しないといけないような状況がつく

られてきたのかというのは当然学校側だけの責任じゃなくて、あなた方の監督
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する権限も必要だと思いますよ。これは子供たちと親御さんにとっては大変な

問題ですから。国家試験を目指して専門的な立場の中で先生方も教えるような

状況の方々ですから、それが年度途中でいなくなり、年間のカリキュラムもつ

くれなくなるような状況であれば、何のためにこの学校に入学したか、意味が

ないわけですよね。そういう不安に陥っているような状況がありますので、ぜ

ひ子供たち、親御さんたちを安心させるためにも、早期な丁寧な説明を早めに

やらせるような努力は皆さん監督責任としてやるべきだと私は思いますけれど

も、どうですか。

○山内昌満総務私学課長 委員の御指摘のとおり、学校の運営上いろいろ御意

見があるようですが、それが生徒さんの学びの保障という観点で安心して落ち

着いて勉強できる環境に支障が出ているのであれば、そこは法人としても当然

運営責任としてしっかり対応すべきという部分については、我々からも学園の

ほうに伝えておりますし、学園のほうもそういう認識をもっていますと、対応

してまいりますということで対応してきております。我々のほうも教員数の定

数を満たしているかという観点につきましては保健医療部と連携しながら確認

しているところで―今は数は足りて運営はできているというところ、法定の専

任―ほかのところと掛け持ちしていないですとか、ほかの自営業をしながら講

師をしているとか、そういう非常勤以外の専任で６名というのが法令基準に

なっていますので、そこは現時点で５名であと一人は募集中でまだ探せていな

いということで、こちらのほうにも早く基準を満たすような体制にもっていっ

てほしいということで、引き続き学園側のほうには呼びかけて対応を求めたい

と考えております。

○平良昭一委員 今後の学園側の取組を見ていきましょう。

以上です。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 今のＳＯＬＡ学園ですけれども、これは沖縄県との関係から

いうとどういう関係になるんですか。県とＳＯＬＡ学園の関係。

○堀川恭宏総務私学課班長 沖縄県は私立学校法に基づく所轄庁ということで

専修学校等の許認可等を含めて所轄しているということになります。
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○渡久地修委員 平成２年２月に沖縄県知事が設置を認可しているわけです

ね。それは沖縄県の認可した専修学校ということになっています。だから県は、

これはそういう意味での認可した責任というのは当然あると。そしてもう一つ

は補助金との関係がありますよね、その辺どうですか。

○山内昌満総務私学課長 県におきましても学校法人ＳＯＬＡ学園に対しまし

て、私立専修学校職業教育等振興費補助金等々を支出しているところです。こ

の補助金につきましても毎年実績報告の際ですとか、県のほうで学園のほうに

入りまして、そこで適切な執行がされているのかという観点で監査をする機会

がございますので、そこを毎年引き続き確認をしていきたいと考えております。

○渡久地修委員 この学園はこれまで救急救命士とか人材育成で、要するに沖

縄県が認可して、その認可した人材育成という目的に対してはどういう評価を

しているんですか。

○堀川恭宏総務私学課班長 今委員御指摘のとおり救急救命学科は県内唯一の

学科ですので、こちらは非常に重要な位置づけを占めていると考えております。

○渡久地修委員 ただいろんなこういう設置の目的で当初やってきたのが、何

でそうなったのかという、いろんな委員のあれもあったけど、経営者が替わっ

たと、経営者が替わってからがらっと変わったんですか。

○堀川恭宏総務私学課班長 令和２年８月に経営者が替わっておりまして、そ

の後県に寄せられる苦情は幾つかあるところでございます。

○渡久地修委員 部長、これ最初なので、沖縄尚学の件とか総務私学課がやる

ときにはいろんな制約がありますよね、県としてできるのはああだこうだとい

うのがあるんだけど、これ県が認可している学校なのよ、ここは。県が認可し

ている、補助金も出している。そして今まで聞いた話では救急救命士とか果た

してきた役割も大きい。今後もそれはしっかりやってもらわないといけないと

いう立場だと思うんですよね。だから今のままだったらこの役割は果たせるの

か、どうですか。

○山内昌満総務私学課長 それぞれ学校につきましては、その生徒さんたちに
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ついてはそれぞれの資格、今委員がおっしゃいました救急救命士の国家試験の

受験資格が卒業によってもらえるですとか、柔道整復師についても国家試験資

格が取得できて国家試験受験できるようになるとか、生徒さんたち将来の目標

を持って学校に入学しております。それが法令に基づくカリキュラムがちゃん

と組まれて、そういう授業を受けられて、その授業を受ける上では教授する教

員の方々もしっかり資格がある方を確保してということで、適切に教育がなさ

れるようにということで引き続き学園のほうにつきましては生徒、保護者さん

から何か求める意見があるものについては随時学園のほうにも伝えてそれにつ

いてそういう声に応えるようにということで改善を求めていくということで、

学園の適切な運営に県からも助言、指導を引き続きやっていきたいと考えてお

ります。

○渡久地修委員 以前は救急救命士になるにはみんな九州に行っていたんだ

よ、生徒は。そして向こうで学校に通って資格を取って帰ってくる。沖縄にな

いときの話よ。だから、この役割というのは僕は大きいと思うんだけど、しか

し今のままではその役割は果たせないですよねというのは、皆さんも持ったほ

うがいいと思う。それで今日は最初の陳情なので、部長、これ基本的に皆さん

方のいろんなこと聞いていると沖縄尚学もそうだったけれども、県が口出しで

きる、踏み込めるという制約は限られているという範囲でやるよね。それがあ

るかもしれないけれども、やっぱり認可した責任というのは大きいから、そこ

は全体的に沖縄県はここは正常になるという責任はありますと。認可した許可

権者だからさ。指導監督庁だから、その責任はありますと。自分たちはこれし

かできません、あれしかできませんというようなことは言わないで、しっかり

とここが正常になるように、法的な権限が及ぶ及ばないというのはいろんなの

あるかもしれないけれども、そういう認可した責任はあるわけだから、監督庁

でもあるわけだから、そこはしっかりして、正常なものに戻るようにしっかり

と責任を果たすということで解決してほしいと思う。

具体的なものについては、今日はこれ以上やらないんだけど、そこはしっか

りやって取り組んでほしいと思うんですけど、いかがですか。

○宮城力総務部長 県においては、この問題が生じて、学生さんは人生におい

ても重要な時期に非常に不安を抱えている。この不安を払拭しないといけない

というのがまず最初に重要な案件で、視点だと考えているところです。

先ほど、県の権限というお話がありました。措置命令等行うことはできます

が、その場合には、あくまでも違法性が高いというような状況があって、その



- 47 -
R4.07.04-03

総務企画委員会記録

上外部の有識者の意見を聞いた上でこの命令はしないといけないという流れに

なります。ただ、先ほど申し上げたとおりこの状況を看過するわけにはいきま

せんので、この報道があった当日にすぐに学校に出向いて役員の方々に状況を

確認し、これは今任意という形ではあるのですが、改善を図るように、あるい

は教職員の確保ができているかその辺りを確認し、その後もずっと注視してい

るところでございます。

委員おっしゃるとおり監督官庁でございますので、今後も引き続き重大な関

心を持って対応してまいりたいと考えております。

○渡久地修委員 措置命令とかは最後の手段になると思うんだよね。だから、

それはそれでいいけれども、あるいはそれに至る前に解決する、そこまでいか

ないようにしっかりやる、あるいは措置命令とかではないようないろんな問題

もある―法には触れていないけれどもいろんな問題があるとか、そんな問題も

皆さんが踏み込めない問題もあるから、監督官庁として出されている問題につ

いては一つ一つ―これ全部県に責任があるとは私は言いませんよ。しかし監督

官庁としてしっかり関心を持っているということじゃなくて、やっぱりこれは

総務私学課、総務部としてもある意味では責任持って対応していきますという

立場で臨んでください。

最後に一言聞かせてください。

○宮城力総務部長 学生の皆さんや保護者の皆さん、この辺りの不満が払拭で

きるように今後も引き続き指導、助言を行っていきたいと思います。

○又吉清義委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「質疑なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 質疑なしと認めます。

以上で、総務部関係の陳情に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。また、沖縄県におけるウクライナ支援協力に

ついてを明日の審査に追加することで意見の一致を見た。）

○又吉清義委員長 再開いたします。
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以上で、予定の議題は全て終了いたしました。

次回は、明 ７月５日 火曜日 午前10時から委員会を開きます。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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